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1.ヴィレッジ・ムーブメントの背景
アメリカ合衆国は、日本に比べると高齢化率は

はるかに低いのですが、地域によっては日本のよ

うに高齢化が進んでいる地域もあります。なぜな

ら、アメリカの高齢化率が低いのは、若い移民と

移民女性が出産する子どもが多いからです。移民

が多く暮らすのは、大都市で、若い移民たちが仕

事に就ける地域です。郊外住宅地、特に古い時代

に開発された住宅地では日本と同じように高齢化

の問題を抱えています。アメリカは、18歳になる

と子どもが独立し、家を出ていく場合が多いので、

早い段階で子どもが巣立って親だけが暮らすエン

プティネスト１が形成されます。

アメリカには、日本の有料老人ホームに似てい

るアシステッド・リビングと呼ばれている高齢者

住宅があります。高齢期の一つの選択肢として、

少し生活の助けが必要になった人や一人暮らしに

なった人がこのような住宅に住み替えることがあ

ります。このようなアシステッド・リビングは、

ほとんどの場合、プールやレクリエーション、レ

ストランなどが付帯され、少しの手助けによって

暮らせる人が入居します。日本の特別養護老人ホー

ムのように重度の介護が必要な場合はナーシング

ホームに入居します。これらの高齢者居住施設は、
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すべて、市場で供給されているものなので、日本

の介護保険制度に則たような公的な制度はありま

せん。アシステッド・リビングは大きな規模のも

のから小さな規模、高級なものから手ごろなもの

までありますが、比較的裕福な人向けのものが中

心となっており、中間所得者層には少し高価なも

のが供給されています。中には、セクション8と

いう家賃補助付きの高齢者向け住宅もあるのです

が、数が少なく住み慣れた地域にそのような住宅

が供給されているとは限りません。このため、ア

メリカの高齢者も日本の高齢者と同じように、介

護が必要になったらどこに住もうかということを

考えます。介護が必要とまではいかなくても、車

に乗れなくなった時、急病になった時、職場から

離れて友達とも疎遠になり話し相手がいない時は

どうしようというようなことを考えなくてはなり

ません。アメリカも家族による手伝いや介護はまっ

たくないわけではありませんが、日本と同様に高

学歴化やグローバリゼーションによって子どもが

近くにいるとは限らないので、親たちもできるだ

け自分たちで自立して暮らしていきたいと考えて

います。

2.ヴレッジ・ムーブメントとは何か

ヴィレッジ・ムーブメントは、高齢者が多く暮

らす地域で「ザ・ヴィレッジ」と呼ぶ会員制のク

ラブを作って会員同士が助け合う地域の助け合い

の運動です。日本でも地域包括ケアの中の総合支

援事業で住民相互の助け合いをしているではない

かと思われるかもしれませんが、ヴィレッジ・ムー

ブメントには、行政の関与はほとんどありません。

市民が自分たちのために自主的に参加している運

動なのです。日本では公助、自助、互助というよ

うに言われますが、このうちの互助にあたるもの

と考えてよいと思います。住み慣れた地域に住み

続けるということを実現するため高齢の市民たち

が次々にグループを立ち上げて様々な活動を展開

する大きな波が起こっているのです。ヴィレッジ

のネットワーク組織の本部（Village to Village

Network）のホームページによると、合衆国全体

では、約300のグループが生まれています。

最初にこの運動が起こったのは、ボストンのビー

コンヒルというところです。ビーコンヒルはボス

トンの中でも、狭い通りとそこにたたずむガスラ

イトのある歴史的な地区として知られており、そ

こに暮らす人々はビーコンヒルに強い愛着を持っ

ています。石畳の道路や低層のレンガ造りの住宅

が並ぶ落ち着いた街並みは、イギリスの小さな町

を思い起こさせます。通りには、コーヒーショッ

プや花屋、八百屋など個人商店が立ち並んでいて、

全米どこに行っても同じチェーン店とは異なる趣

があるのです。そこに住む人々は、お気に入りの

コーヒーショップで過ごす時間や、本屋で本を見

たりする時間を大切に生きてきました。また、ボ

ストンは大学の町でもあるので、高齢者たちは、

子どもたちが巣立って使わなくなった空き部屋に

学生を下宿させて副収入にする場合もあります。

ここに暮らしていた一人の女性が、「歳をとって

も私は、ずっとこの美しい町に住み続けたい」と

言い出したことから、同じ考えを持つ仲間が集まっ

てヴィレッジは始まりました。これは、2002年の

ことです。地域の人々は1人100ドル、夫婦ならば

200ドルの会費を出し合ってコーディネーターを

雇い、助け合いを始めました。またサービスを共

同購入して料金を低減させるなどして、協同組合

的な取り組みを始めたのです。ビーコンヒルでの

取り組みが報道されると、瞬く間にこの活動は全

米に広がっていきました。

ヴィレッジのネットワーク組織の本部（Villag

e to Village Network）によると、それぞれヴィ

レッジごとに様々な活動をしていますが、一般的

にヴィレッジは以下のような特徴を共有していま

す。

▶メンバーがサクセスフルな老後２を過ごすため

に新しい機会と強力で包括的なコミュニティ

を提供

▶メンバーシップ主導で、自治により活動して

いる、草の根の非営利団体

▶ボランティアによって運営されており、給与

をもらっているスタッフがいる場合もある

▶車などによる送迎、健康とウェルネスプログ

ラム、技術的なサポート（パソコン、スマホ

の使い方など）、家の修理、社会的および教

育的活動を含む手頃なサービスへのアクセス

を調整する

▶厳選されたサービスプロバイダー（配管工、

電気技師、画家など）への紹介

▶隔離された状態に対して、相互扶助によって、

健康に働きかけ、メンバーの全体的なケアコ

ストを削減

▶メンバーが自分の家で安全かつ成功裏に老後

を過ごすために必要なサービスの総合的な窓

口として機能

高齢化の課題に対処するためにコミュニティパー
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トナーとの連携を形成するこのような活動は現在

アメリカ合衆国の43州でみられ、その数は約300

に上っているということです。ここに挙げられて

いる活動のほか、日常的にポットラックと呼ばれ

る持ち寄りで食事すること、カードゲーム、ヨガ、

読書会など会員が企画する小さな集まりのような

ものが開催され、孤独と闘う人々の支えとなって

います。

日本でも人々の活動は新型ウィルスの流行によっ

て大きく阻害されましたが、ヴィレッジの活動も

例外ではありませんでした。しかし、ヴィレッジ

の高齢者たちは、果敢にオンラインを活用して活

動を行い、ニュースレーターを頻繁に送るなどし

てこの長い危機を乗り越えようとしています。ヴィ

レッジはお互いにネットワークを持っており、情

報交換をしていますが、コロナ対策マニュアルも

作られて、共有されています。

会員には、ボランティアとしてサービスを提供

する会員とサービスを利用する会員、また、その

両方行う会員がいます。年齢が高くなるほど、利

用するだけの会員が増え、前期高齢者たちは、自

分たちが良いサービスを作り上げて住みやすい地

域にすることが自分たちの将来にも資することで

あるとわかっているのです。利用者とサービス提

供者のコーディネートをするコーディネーターが

最低一人は雇用されています。もっとも必要とさ

れているサービスは、車に乗せてもらって、買い

物や通院をすることです。

ヴィレッジの立ち上げや運営の仕方はマニュア

ル化され、また、ヴィレッジの運営に必要とされ

ているソフトウェアなどのツールも提供されてい

ます。ヴィレッジ同士で学びあうために、毎年全

米会議が開かれています。

3.ハイドパーク・ヴィレッジの一日

2019年夏の一日、ハイドパーク・ヴィレッジの

創設者の一人であるスーザンに同行しました。ハ

イドパークは、シカゴ市のサウスサイドに位置し、

スーザンは、病院のコミュニケーターとして様々

な部門や専門職をつなぐ仕事をしていましたがリ

タイアし、ちょうど一年ほど前に地域のほかのメ

ンバーと共にヴィレッジを立ち上げました。ハイ

ドパークは、シカゴ最初の郊外住宅地として開発

され、大きく育った街路樹と前庭と裏庭があるす

ばらしい環境を誇っています。ハイドパーク・ヴィ

レッジは、会員数が170名、パートタイムのコー

ディネーターが一名おり、教会の一室にオフィス

を置いています。教会にオフィスがあるものの教

会の活動とは直接関係なく多様な人々が参加して

います。

その朝は、10時からメンバーの一人の女性が薬

局と銀行に行きたいというので、スーザンは家ま

で迎えに行き、まずは銀行へ送っていきました。

しばらく銀行の駐車場で待った後、次は薬局に向

かいました。女性は、杖を使って歩行しているの

で薬局の入り口近くでおろして、駐車場で待ちま

写真１：これからの予定を会員に説明するスーザン

写真２：ランチに提供されたツナのオープンサン

ドイッチ
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す。一旦家に女性を送り届けた後、今度は教会で

開かれるランチ会に向かいます。ハイドパーク・

ヴィレッジのサービスの中では送迎が最も頻繁に

利用されているサービスです。ハイドパークは、

郊外とは言ってもシカゴ大学、商店、スーパーな

どがある便利な地域です。しかし、膝や腰の不具

合などで若いころには歩いて行けたところでも、

助けが必要になることもあります。ヴィレッジで

はできる人が、できるうちに他人の手助けをする

ということにしています。会員は、ボランティア

登録しており、コーディネーターはマッチングし

て必要なサービスが必要な人にいきわたるように

しています。

大学の近所に立地していることで多くの大学生

や大学院生が近所に暮らしています。パソコンや

スマホのつかい方がわからない人には、学生ボラ

ンティアが手助けにやってきます。

その日教会のホールには、約30人の参加者があ

つまっていました。この日のプログラムは、講話、

椅子に座って行うヨガ、昼食会、そして、ヴィレッ

ジのプログラムやボランティアの紹介でした。毎

日のように行われている個人宅での昼食会やカー

ドゲーム、映画を一緒に見る会などが紹介された

チラシが配られていました。ほぼ、毎日、メンバー

の誰かが何かを企画しています。

ホールでは、シカゴ大学の医師による健康と運

動に関する話がありました。運動と体重、健康と

の関係をわかりやすく説明する内容でした。昼食

のメニューは、ツナサンドイッチとサラダ、そし

てビスケットと飲み物といったシンプルなもので

したが、健康のために魚や野菜を食べることへの

メッセージが込められていました。今日のコーディ

ネーターは、スーザン、教会で働くジョン、留学

生のボランティア１名でした。ランチを含めて３

時間のプログラムの中では、人々はすっかり打ち

解けて楽しんでいるように見えました。

4.まとめ

スーザンに、ヴィレッジの最大の課題は何かと

聞くと、それは、資金源でした。この活動には、

市や州といった行政の介入はほとんどありません。

資金が必要ならば、会員を増やすか、あるいは、

助成財団から資金を獲得してくる必要があります。

シカゴのウィレッジ活動の中には、寄付や助成金

を獲得し、会費が払えない高齢者も含めた運営を

目指している組織も見られました。資金源は、多

くのヴィレッジに共通する課題です。ほとんどの

ヴィレッジは、法に則った３非営利組織の手続き

を踏んで、寄付による資金に多くを依存していま

す。ハイドパーク・ヴィレッジの場合は、35％が

会費、残りは寄付が資金源となっています。

住民が住民のために活動をすることによって、

より住みやすい、また、ケアが必要になっても住

み続けることができる地域やサービスを創り出し

ていくことはアメリカよりも高齢化が進んでいる

日本の地域にとっても重要な課題です。日本では、

基盤として地域包括ケアが確立している中で、上

乗せとして住民参加型のシステムを取り込んでい

くことができれば理想的だと思います。しかし、

行政からのトップダウンで行う活動と、住民が自

ら暮らす地域のために働き、地域に住み続ける仕

組みを作り上げていくことは、まったく異なるよ

うに思えます。ヴィレッジから学ぶべきことは、

いかに自立した市民を尊重し、行政と市民が対等

な関係を築くことができるかということと、個人

や企業が非営利組織への資金提供を積極的に行う

システムをさらに広げていくことが重要なカギで

あろうということです。

（参考となるURL）

Village to Village Network のHP：

https://www.vtvnetwork.org/content.aspx?page

_id=0&club_id=691012

ビーコンヒル・ヴィレッジのHP:

https://www.beaconhillvillage.org/

ハイドパーク・ヴィレッジのHP

https://www.guidestar.org/profile/90-0798416

１ 空の巣とは、子どもが巣立って親だけになった

家庭のこと
２ アメリカでは、1950年代にサクセスフルエイジ

ングということが盛んに議論されてきました。

老後にどのようにあることがよい老後と言える

のかというのがサクセスフルと言えるのかとい

うことです。その中で、活動的であることがよ

り幸せな老後を創造するということが言われま

した。
３ 501(c)(3) tax-exempt nonprofit organization
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はじめに

半導体微細化において世界を圧倒的にリードす

る、台湾の半導体ファンドリーＴＳＭＣが日本に、

さらには熊本に新工場を建設することが大きなニュー

スになっています。熊本県知事も、周辺自治体も、

経済界も、歓迎ムード一色です。熊本大学がこの

春、半導体研究拠点を学内に設置するというニュー

スも、熊日一面で大きく報道されました。

私たち熊本県労連は、リーマンショックの時、

ＮＥＣ（現ルネサス）重層偽装請負事件に取り組

み、労働者の解雇撤回を求めました。労働局には

違法を認めさせ、行政指導をさせましたが、ルネ

サスは直接雇用の指導には従わず、結局裁判闘争

にまで発展しました。しかし、直接雇用には至り

ませんでした。そうした中、闘争中に工場閉鎖計

画が浮上し、原告らが復職すべきルネサス錦工場

を存続させるために、私たちは情報と知恵を求め

る中で、元日立の半導体技術者で、微細加工研究

所所長の湯之上隆氏にめぐり逢い、ルネサスの現

実と日本半導体産業の凋落問題を学びました。経

産省や熊本県に対して、具体的な政策提言もして

きました。

こうした日本半導体産業の凋落の現実を知るも

のの視点から見て、今回のＴＳＭＣ日本進出につ

いては疑問しかありません。湯之上氏にも昨年末

に、直接電話でお話を伺いました｡湯之上氏は、

昨年６月１日、衆議院科学技術特別委員会に半導

体の専門家として参考人招致され、意見陳述とと

もに質疑の中でも強力な発信を国会内でされまし

た。その後も、今回のＴＳＭＣの誘致問題につい

て、メールマガジン等を通じて、現実を伝える極

めて冷静で科学的な発信を繰り返しされておられ

ます。是非検索してご覧いただきたいと思います。

１．半導体に関する基礎知識

そもそも、半導体とは何か？「半分・導体」な

のが「半導体」と考えてみてください。ものには

電気を通す「導体」と、通さない「絶縁体」とが

あります。その電気を半分通すもの、つまり電気

をコントロールして流す「もの」が半導体、とい

うことであれば、感覚的に理解できるのではない

でしょうか。

今は、半導体は「国際的分業」の中で製造され

ています。設計だけをして工場を持たない会社を

「ファブレス」。他社の設計に基づいて製造だけ

を受け持つ会社を「ファンドリー」と呼びます。

ＴＳＭＣは、この「ファンドリー」にあたります。

図１の「半導体フロー」をご覧ください。半導

体製造には「前工程」と「後工程」があります。

システムウエハという直径30㎝ほどの樹脂ででき

た円盤上に被膜を張り、設計されたマスクで、ウ

エハ上に1,000個、リソグラフィーという露光技

術で焼き付け、それをドライエッチングという薬

品処理する技術で、半導体チップを構築する工程

をまとめて「前工程」と呼んでいます。前工程だ

けで500～1,000工程以上もあるそうです。

そして、そのウエハ上に1,000個構築された半

導体チップを切り離し、パッケージングして半導

体としての製品化をするのを「後工程」と呼びま

す。

半導体の世界は、微細化と高性能化を繰り返し

てきました。そのことを「ムーアの法則」といい

ます。ウエハ上での２次元の微細化が10年程前に

は限界を迎えます。今は３次元半導体の世界に突

入しています。３次元半導体には、張り合わせた

り、パッケージングする「後工程」の技術が必要

となります。

単位は、「マイクロ（μm）＝百万分の１メー

トル」の世界から、今では「ナノ（㎚）＝10億分

の１メートル」の世界に突入しています。ＴＳＭ

Ｃは、なんと２nmの半導体製造まで成功していま

す。目では見えない、想像を絶する顕微鏡の世界

の話です。

２．「ＴＳＭＣ熊本工場」建設に関する３つ

の疑問

①キーワードは28㎚半導体

まず、１点目。

ＴＳＭＣは、現在自国では２㎚半導体を製造し

ています。そしてアメリカのアリゾナで、５㎚半

導体製造の工場を建設中です。アメリカの技術者
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は台湾で、既に特訓中と聞いています。アメリカ

は、14㎚から10㎚への移行の際に失敗し、微細化

の競争から完全に脱落してしまいました。インテ

ルのＣＰＵ（中央演算処理装置）も、今ではＴＳ

ＭＣに委託生産しているという話です。しかし、

軍事用の半導体を作るためにも、自国での５㎚以

上の技術がこれから必要であり、さらにＴＳＭＣ

の売上の70％をアメリカが占めていることからも、

多額のお金を投資してでも、ＴＳＭＣを自国に呼

ぶ理由が充分にあるという、アメリカ・台湾双方

の納得した判断による工場誘致です。

それに対し、熊本に建設予定の工場は、22㎚～

28㎚の半導体工場です。これはＴＳＭＣにとって

は10年前のプレーナ型という２次元半導体の最後

の技術です。【図２参照】

現在、全世界で半導体不足が叫ばれ問題になっ

ていますが、その原因が実は、コロナ渦で、リモー

トワークやオンライン会議が一気に普及したこと

により、パソコンやタブレット、各種電子製品、

ゲーム機などが爆発的に売れたことによります。

このことによって、これらの機器に入る半導体が

不足し、世界中から求められるようになりました。

それらの製品に入る半導体が、すべて「28㎚の半

導体」だったということなのです。

ＴＳＭＣにとっては、今さらプレーナ型の28㎚

の半導体を増産する体制もないし、余裕もない。

しかし、生産の過半を独占しているファンドリー

である以上、世界各国からの製造委託がＴＳＭＣ

に殺到してしまうという悩ましい状況でした。こ

のタイミングで、日本政府と経済産業省から、工

場用地は準備してくれるは、インフラも整備し、

建設費・製造装置費用の半分である4,000億円も

助成してくれ、さらにこの支援は複数年継続して

くれるという。ＴＳＭＣにとっては願ったり叶っ

たりの美味しい話が舞い込んできたわけです。台

湾の一企業のために、この多額の日本国民の税金

を注いでいいのか？この事実を知れば国民全体が

疑問を抱くでしょう。

さらに、月産4.5万枚という、今回のＴＳＭＣ

熊本新工場の規模ですが、実際に、ソニーや国内

の自動車産業などで求められる枚数は、月産１万

枚も必要ないということなのだそうです。残りの

3.5万枚は、ＴＳＭＣが世界から要求され、売り

まくるための28㎚半導体ということです。

そして何よりも、今２㎚の半導体製造を進めて

いるＴＳＭＣが、熊本で稼働を始める2024年に、

世界的にどのような半導体市場が形成されている

のか？自動車業界はＥＶ車・ＡＩ搭載車等へのシ

フトを急速に求められており、半導体は当然最先

端のものが求められています。そのような時代が

来ることが分かっている中で、28㎚の半導体の需

要がいつまで持つのか？ＴＳＭＣの技術発展の速

度を考えた時、恐ろしい結果になるような気がし

てなりません。

「ＴＳＭＣ熊本から撤退！」の大きな文字が、

熊日の一面を飾るのは、今のままでは、かなり大

きな確率で現実のものになるのではないでしょう

か。

②ＴＳＭＣが熊本に来ても、日本ではＣＭＯ

Ｓセンサーは完成しない問題

次に２点目。

ソニーのＣＭＯＳイメージセンサーに入るロジッ

ク半導体を生産するというふれ込みで、ＴＳＭＣ

は熊本に進出するという話です。しかし、ソニー

のＣＭＯＳイメージセンサーは、ソニー設計の下、

ソニーが熊本工場でつくるＰｉｘｅｌ（画素）と、

マイクロン広島工場でつくるＤＲＡＭ（メモリ）、

そしてＴＳＭＣが製作するロジック半導体という

３種類の半導体を張り合わせて作られます。これ

らの半導体は、最終的には、いわゆるＯＳＡＴ

（ＡＳＥ・台湾、Ａmkor・韓国、ＪＣＥＴ・中国、

ＳＰＩＬ・台湾等）と呼ばれる、いずれも東南ア

ジアにある後工程工場でパッキングされて、初め

てＣＭＯＳイメージセンサーとしての製品となり

ます。さらにそれが、中国鴻海の工場でiPhoneな

どのスマートフォンに組み込まれて、はじめて最

終製品となり私たちの手元に入るという流れです。

つまり、ロジック半導体がどこで作られようが、

最終的には台湾などの後工程工場に送らないと製

品にはならないし、最終製品も中国で作られてい

るのです。

日本国内ですべてが完結するということならば、

経済安全保障の確保という話になるでしょう。し

かし、ＴＳＭＣが熊本に来ても、日本国内では何

も完結しないのです。

③半導体技術者の問題

最後に３点目。
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技術者の問題です。先ほども触れたように、ア

メリカは、アメリカにとって未知の世界である、

５㎚の半導体生産を2024年からアリゾナで始める

ために、すでに技術者を台湾に送り込んで特訓中

だそうです。

45㎚で挫折している日本にとっては28㎚すら、

未知の世界です。

湯之上氏の話では、プロセス技術者と呼ばれる

技術者をどれだけ集めることができるのかがポイ

ントのようです。半導体製造装置をチューニング

し調整する、高度な技術力が求められる技術者で

す。日本ではこの間、電機リストラの嵐が吹き荒

れ、13万人が業界を去りました。ルネサスからも

１万人の技術者がリストラされました。この人た

ちが、もっとも戦力に近い人たちなのかもしれま

せん。しかし、その技術者たちは、今や50歳～60

歳…。

おそらくＴＳＭＣは、労働者を道具のように扱

う日本の企業とは違い、労働者を尊重する企業で

あると想像します。ＴＳＭＣにしろ、サムスンに

しろ、大学の半導体関連の理系の学生たちの中か

ら、一番優秀な学生を採用するということを企業

の方針にしているという点で共通しています。わ

が国では、学生が半導体関連の学部に集まらず、

定員割れというありさまです。

熊本大学がこの春から半導体の研究拠点を設置

するそうです。しかし、日本には28㎚が作れる技

術者はいません。教えられる人もいません。台湾、

或いは韓国に学ぶしかないのです。

製造開始は2024年、あと２年です。どうするつ

もりなのでしょう？直ちに即戦力の技術者を探し

出し、台湾に２年～３年送り込んで特訓しなけれ

ばならないのに…。

そして気付くべきは、時代はすでに「２㎚」の

時代に来ているということです。10年後20年後を

考えるなら、今の子どもたちが、半導体に夢を持

てる環境を直ちにつくることが求められていると

いうことではないでしょうか。

私たちは今回のＴＳＭＣ問題で、昨年熊本県に

対し、「子どもたちのための半導体テーマパーク」

を台湾の負担で作らせたらどうか、という提案を

しました。日本が、半導体産業に対して、台湾も

納得せざるを得ないような将来的ビジョンを示さ

ないことには、ＴＳＭＣが日本で28㎚半導体を作

り続ける理由がなくなるからです。

「国際的分業の世界」の中で、半導体製造全体

の国際的勢力を冷静に見極め、日本が強い分野で

果たすべき役割を明確に示すことを、次世代の教

育方針も含めて示すことが求められています。

３．最後に～では、熊本は、日本は、これか

ら何をどうすればいいのか？

要は、日本の強い分野を活かせ！のひと言に尽

きます。

日本は、「製造装置」の分野で、東京エレクト

ロンが押しも押されぬ世界シェアトップを維持し

ています。さらに、材料や部品の分野でも、日本

企業がないと半導体そのものができないという世

界を保持しています。

これからの日本の半導体を支えるべき企業群で

すので、具体的に製造装置・材料と企業名を紹介

したいと思います。

製造装置関連では、コータ・デベロッパ、熱処

理装置、枚葉式洗浄装置、バッチ式洗浄装置、測

長ＳＥＭ、ＣＭＰ装置などは日本がトップシェア

です。企業としては、東京エレクトロン、国際電

気、荏原製作所、スクリーン、日立ハイテクなど

が挙げられます。露光装置やドライエッチング装

置などの成膜装置や各種検査装置の日本シェアは

低いものの、これらの装置にも日本製の部品や設

備が多く使われており、その中でも特に石英部品

やセラミック部品は圧倒的に日本製が強い分野で

す。

前工程に使用される材料となると、日本の独壇

場です。ウエハ、レジスト（ウエハ上の保護膜）、

研磨・洗浄関係の材料類、化学処理・洗浄用の高

純度薬液類などです。企業としては、信越化学、

ＳＵＭＣＯ、住友化学、ＪＳＲ、フジミ、昭和電

工、ＡＧＣ、富士フィルム、三菱ケミカル、三菱

ガス化学、関東化学、ステラケミファ、ダイキン、

森田化学、トクヤマ等々です。

ＴＳＭＣを熊本に誘致するのであるならば、こ

うした日本企業をしっかりと把握し、理解し、フォ

ローしていくことが、政府、自治体、経済界の役

目といえます。ＴＳＭＣとの取引きを後押しして、

確実なものにしていくことができるかどうかが、

本当の意味での今回の誘致の肝だといえます。

政府・経済産業省、さらに経済界は、未だに

「日の丸半導体の復活」を口にしています。そう

いう幻想を描くのは、もういい加減に止めてほし

い！現場はこれまでも、実に冷静に充分頑張って

いるのです。ＴＳＭＣに4,000億円出すお金があ

るならば、世界の半導体を支えているこれらの日

本企業にしっかりとお金を出し、世界の半導体の

「もう一方の主役」に押し上げていくべきです。

そして世界に通用する担い手を育てていくために、

教育にもしっかりと予算を確保し、子ども時代か

らの半導体教育を、きちんと位置付けるべきです。

そのことも、最後に強く主張して、この稿を終え

ます。

このままでは、大失敗に終わります！
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はじめに

益城町は、震度７を２回経験した熊本地震から

まもなく６年を迎えます。地震により益城町では、

直接死20名、震災関連死25名の合計45名の尊い人

命が奪われました。住家の被害もほぼ全世帯に及

びました。（全壊3,026棟、半壊3,233棟、一部損

壊4,325棟）

地震直後、町民のほぼ半数が一時的に町総合体

育館や陸上競技場内でのテント生活、自治公民館

などに避難し、長い避難生活を送りました。避難

生活は、町総合体育館が閉鎖されるまで６カ月間

に及びました。

仮設住宅の整備では、半壊以上の自宅を失った

方々の仮住まいとして建設型応急仮設が、18団地・

1,562戸整備され、近隣市町村のアパートなどへ

のみなし仮設に約1,300世帯が入居して、とりあ

えず仮の住まいに落ち着くことが出来、避難生活

を続けました。

仮設団地等の入居で一応生活が落ち着いたもの

の、狭いプレハブ仮設生活で体調を崩す被災者も

多く、孤独死も発生しました。高齢者の入居者の

方たちは、自宅再建支援金も限度があるため、住

まい再建を断念するケースが続出しました。被災

者は、先の見えない厳しい避難生活を送ることに

なります。

蒲島県知事は、「安心で希望に満ちた暮らし」

「未来へつなぐ資産」「時代を担う力強い地域産

業」「世界とつながる新たな熊本」の４つの「創

造」を掲げ、復旧復興を進める「創造的復興」の

名のもと、熊本空港の「大空港構想」を打ち出し、

熊本市東部に隣接し、空港を有する益城町を「益

城町の復興なくして熊本の復興なし」と力説。熊

本市から空港までのアクセスを強化するためと称

して、町の中心部を横断する県道高森線の４車線

化を進めています。

西村益城町長は、町の顔としての木山地区を

「木山の復興なしに益城の復興なし」と掲げ、

「木山土地区画整理事業」を計画し工事を進めて

います。これら二つの大型開発事業は住民の合意

が不十分なまま拙速に進められています。

町は、復興の基本理念として、平成28年７月に

①住民生活の再建と安定 ②災害に強いまちづ

くりの推進 ③産業・経済の再生 を３本柱に10

年を目途に取り組むと計画。

計画期間は、①復旧期３年 ②再生期４年 ③発

展期３年の10年間としました。

①の復旧期では、住宅、生活基盤、インフラの

整備、②の再生期では、復旧されたインフラと住

民の力を基に、震災前の活力を回復して地域の価

値を高める期間とする。③の発展期では、新たな

魅力と活力ある地域として生まれ変わり、発展し

ていく期間と計画しました。今年は地震から６年

が経過します、再生期の半ばです。現状はどうなっ

ているでしょうか。

１，復興という名目で行われている「惨事便

乗型大型事業」

今、町では２つの大型開発が進行しています。

１つは、４年前に事業認可された町の中心部を横

断する県道高森線の3.5ｋｍを４車線に拡幅（道

路幅10ｍを27ｍ）する工事で、断片的に進行して

います。町は、県道４車線化は、町民に事前に説

明もなく、意見も要望も聞かず県に要請しており、

町民は新聞報道で初めて計画を知った次第、町民

不在の町政・議会との批判の声が上がりました。

その後の説明会でも工事ありきの姿勢は崩しませ

んでした。

工事の進捗状況では、県道沿いの用地買収は契

約率が85％を超え、歩道部の開通は50％程度と公

表され、事業完了は、３年後の2025年度末とされ

ています。

町や県の強引な取り組みに、４車線化に反対す

る地権者は用地買収に応じておらず、先行き難航

が予想されます。用地買収に応じた住宅・店舗な

どは、移転や廃業を余儀なくされ、住宅や店舗の

益城町議会議員 甲斐 康之

住民合意が不十分なまま進められている「木山土

地区画整理事業」の工事
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再建にたどり着けていない被災者もいます。総事

業費は当初135億円でしたが、用地補償費や経費

負担などで60億円増額し195億円に跳ね上がりま

した。

２つ目の大型工事は、地震被害の大きかった木

山・宮園地区で進められている木山地区土地区画

整理事業です。この事業は、地震から２年後の20

18年３月に事業認可されました。

地震により家屋の８割近くが倒壊した28.3ha

（県道４車線化道路も含む）を、防災に強い安心・

安全な地域にしたいと、地域内の道路を拡幅（６

ｍ～14ｍ）、公園等を整備するために公有地を取

得する必要があります。そのためには、区画整理

内にある被災者の所有地を、「減歩」により無償

で約10％提供させ、「換地」で元の場所から移動

させることで、碁盤の目のような画一した地域と

するものです。道路を拡幅し、宅地も整備される

ことで魅力ある街並みになるという触れ込みで、

「減歩」で無償提供した土地に見合う価値が生ま

れるとして、区画整理による資産価値の減少はな

いと強調し、県道４車線化に便乗した形で区画整

理事業が計画されました。総事業費は、140億円

を予定しています。町では、土地区画整理事業は

計画したものの、事業費が膨大となるため町の事

業にも拘わらず県に工事の実施を委譲し、県は快

く受け入れました。

このような、復興のためと称して「惨事便乗型

大型事業」が進められる中、被災者の生活と暮ら

しはどうなっているでしょうか。

２，地震被災者の生活と暮らしはどうか

私たちは、震災直後から被災者の支援活動に取

り組んできました。「避難所の生活環境の改善」

「特別措置法」の制定、「災害救助法」の見直し、

「生活再建支援金の引き上げ」など、政府や県に

対し改善交渉に取り組んできました。一部改善は

進みましたが、狭いプレハブ仮設住宅に入居した

人たちの中には、不眠症、うつ、腰痛、血糖値の

上昇など体調が悪化しましたが、医療費の負担増

で通院を控える声が上がりました。「医療費免除

措置の継続を」と国や県と交渉を重ねましたが、

冷たい対応に終始しました。

被災した地域は、「まちづくり協議会」などを

立ち上げて環境の整備を行政に求めたり、家族の

協力などで自力再建に取り組んできました。しか

し、自力での自宅再建を断念した被災者も多く、

居住を確保するために、「終の住処」ともなる災

害公営住宅671世帯が地震から４年後に整備され、

入居が完了しました。しかし、元の宅地が県道４

車線化と土地区画整理事業にかかり、事業終了ま

で戻ることが出来ない一部被災者は、今も集約さ

れた木山仮設住宅（22世帯、69名）や、みなし仮

設（23世帯、61名）への居住を余儀なくされてお

り、45世帯のほとんどは先の見通しがついていま

せん。

３，被災者の住まいの再建は出来ているか

被災者の復興は、いまだに道半ば、仮設暮らし

が続いています。

町が建設した「終の住処」となる災害公営住宅

に入居できた被災者の方々は、入居後の課題とし

て家賃の問題があります。持家に住んでいた被災

者は、低年金者でもなんとか生活を維持していま

したが、今後月23千円から35千円の家賃支払いに

苦慮することになります。低年金者でも住み続け

ることが出来る生活状況に応じた家賃減免の条例

づくりが求められます。

木山土地区画整理事業で、仮換地指定を受けた

のは約70％。宅地への引っ越しを済ませた画地は

17％と、決して進んでいるとは言えません。土地

の換地に同意した区画では、一部で自宅再建が始

まっていますが、仮設暮らしを余儀なくされてい

る45世帯のうち20世帯は換地案に合意が出来てい

ないことから、引き続き仮設暮らしをせざるを得

なくなり、自宅再建の見通しはできていません。

区画整理地内で県道沿いに店舗兼居宅を所有し

ていた商店主は、「仮換地を何ヵ所か提示された

が、場所が車両の出入りに不都合があり、店舗と

して不適なため拒否。元の場所に換地するよう求

めているが、県の返事がない。再建の見通しはま

だ先」と希望通りいかないと訴え、しばらくは、

仮設暮らしを覚悟しています。

同区画整理内の県道沿いに店舗を構える別の商

店主は、県道沿いで現在地から100ｍほど離れた

場所に換地を示され、補償金もそれなり提示され

たので同意、年内に店舗兼住宅を建築する予定。

住まい再建において、仮換地先の条件が合わず

仮設に居住している20世帯は、引っ越しの目途は

立っていません。まだ仮設暮らしは続く見込みで、

自宅再建を検討している木山仮設の入居者は災害

公営住宅に仮入居できない仕組みになっています。

マンション等に移転をしても転居費用は自己負担

となり、出費を考えると事業完了するまで我慢の

日々は続きます。最近の地震、豪雨など天災によ

る被害は自己責任ではない、「人間の復興」を主

眼に置いた「法整備」の時期はもう寸前に来てい

るのではないでしょうか。
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バス停へのベンチ設置は、市民の願い

熊本市内に住む高齢者の方から、「私の乗るバ

ス停から、市役所の間にベンチがあるバス停は４

つくらいしかない。今、高齢者が増えているから、

立って待っているのは、皆つらいと思う。ぜひ、

バス停にベンチを置いてほしい」との要望があり

ました。その後、障がい者の方からも、「バス停

にベンチがほしい」との声が届きました。

2021年12月議会には、「新日本婦人の会熊本支

部」から「バス停にベンチの設置を求める陳情」

が提出されました。陳情の趣旨には、「『熊本地

域公共交通計画』では公共交通が果たすべき役割

として、『日常生活に必要な移動を支える』、

『街の賑わい創出・環境改善に貢献する』ことが

明記されており、高齢者が元気に街に出て寝たき

りにならず、街の賑わい創出にも、バスの利用促

進は重要である」と述べられています。

都市整備委員会の陳情趣旨説明では、「バスの

本数が減って、待ち時間が長くなっています。そ

れなのに、よく利用する『北窪バス停』『県庁前

バス停』のベンチがいつの間にか撤去されていま

した。要望のあるバス停からでも、ぜひベンチの

設置をすすめてほしい」と具体的な訴えがありま

した。

熊本市の取り組みは

現在熊本市は、バスを快適に待つ環境づくりと

して、「バス待ち処」設置に取り組んでいます。

市内各所のコンビニエンスストア等の協力のもと、

バス停付近にある店舗内のイートインスペース等

を活用して、「バス待ち処」を設置するものです。

しかし、市内には約1,900カ所のバス停がありま

すが、現在設置されているのはわずか58店舗です。

環境の時代、公共交通の利用促進策として

温暖化の影響で、毎年各地で大規模な災害が発

生しています。「気候危機」と言われる今、排気

ガスをまき散らす車に頼った移動手段のあり方が

問われています。環境の時代、EV車への転換も進

んでいますが、欧米と比べても日本は遅れていま

す。ガソリン車からEV車への切り替えも加速させ

ていかなければなりませんが、同時に市民の日常

の移動手段を電車・バスなどの公共交通へと切り

替えていくことも必要です。公共交通の利用促進

には、ひとりひとりの意識とともに、利用促進に

つながる環境整備も重要です。

待ち時間が長いバス停ほど、ベンチがない

現在、公共交通、とりわけバス事業を取り巻く

状況は厳しく、赤字の路線もたくさんあります。

効率的な運行と経営の両面から、ダイヤの改正も

相次ぎ行われ、便数の少ない路線も少なくありま

せん。１本乗り遅れると20～30分待たなければな

らない、そんなとき高齢者や障がい者が座ること

もできないのは、大変つらいのではないでしょう

か。「ベンチがあったら・・・」と思うのは、当

然のことと思われます。

市内でも、主なバス停には、近隣事業者の協力

等でベンチが設置されているところがかなりあり

ますが、市内周辺部や便数が少なく待ち時間の長

いバス停などには、ベンチがないところが多々あ

ります。

負担なくバスを待つことができれば、利用促進

にもつながるのではないでしょうか。バス利用者

の利便性向上策としてベンチ設置は有効だと思い

ます。

熊本市議会の一般質問で、「バス停へのベン

チの設置」を求める

12月議会の一般質問で、「バス停のベンチ問題」

を取り上げ、熊本市がバス事業者とも協力しなが

ら、高齢者や障がい者にやさしいまちづくりの一

環として、市内のバス停へのベンチ設置をすすめ

るよう求めました。

都市建設局長は、「今後の超高齢社会の進展を

見据えた中、必要性は高いと認識している。現在

取り組んでいる『バス待ち処』の拡

大とともに、ベンチ設置もバス事業

者と方策等について研究する」と答

弁しました。

今後、速やかに設置がすすんでい

くよう、引き続き「新婦人熊本支部」

のみなさんとも協力しながら、取り

組んでいきたいと思います。

熊本市議会議員 上野 美恵子
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コロナ禍が長期化する中で、各分野で生活困

窮者が増えています。

昨年の年末には、学生への食料支援（１月号

で報告）に引き続き、県内４ヵ所で一般住民へ

の食料支援・生活相談が実施されました。

熊本市内３ヵ所（花園市営団地・県営西戸島

団地・水前寺江津湖公園）と天草市のスマイル

パークの４カ所で開催され、うち熊本市内と天

草の２ヵ所の開催状況を報告していただきまし

た。

熊本県民医連では、2021年12月26日（日）、水

前寺江津湖公園で「いのちとくらしを守る相談村」

を開催しました。

当日は民医連職員、反貧困ネットワーク、熊本

県労連等総勢50名の参加協力がありました。支援

物資は県連内事業所職員に声をかけ、お米や生活

必需品、カンパが寄せられました。

年の瀬の寒空の下、どれだけの方が来てくれる

だろうかと不安もありましたが、開始前から受付

に列ができ、82名の方が支援物資を受け取りに来

てくれました。医師や看護師らは、血圧や血糖測

定などの健康チェックを行いながら持病や健康に

関する不安や気になること、相談員や弁護士らは、

雇用やくらし、福祉に関する相談に応じました。

「久しぶりに血圧を測った」「血糖が気になっ

ていたので調べてもらってよかった」などの声が

聞かれました。生活相談では、「仕事を失った」

「アルバイトの収入が減った」など、切実な悩み

を打ち明けてくれた方もいました。

長期化する新型コロナウイルス感染症による影

響は想像以上に大きく深刻であり、地域に出なけ

ればつかめないことが多くあると実感しました。

日常の診療の場面での患者さんや利用者さんの変

化への気づき、いのちとくらしを一体的に診る視

点やアウトリーチの重要性を感じるとともに、今

後も支援活動を継続し広げていきたいと思います。

年越し支援「いのちとくらしを守る相

談村」の取り組み

熊本県民医連 川上 和美

「ホテル・旅館の賄をやっているが、失業同然

になった」「工事現場で働いている。体調不良で

休む日が多く収入が激減している」「食べ盛りの

子どもたちを抱えていて生活保護では追いつかな

い」「子どもたちがアルバイトしながら短大、専

門学校に通っているが困っている。行政の援助は

ないのだろうか」―６月から偶数月に実施してき

た『コロナ相談会』に来場された人たちの実状で

す。回を重ねる毎に来場者は増えています。一方、

この催しを知った人たちからコメやミカン、野菜

等や物資、カンパ等支援の輪も広がっています。

日本社会ですすむ「格差と貧困」の実態は先進

国のなかで突出していると言えます。これは決し

て自然現象ではなく、歴代自公政権が進めてきた

「新自由主義」（弱肉強食）政治の結果であるこ

とは間違いありません。

「コロナ相談会」・食料支援を行って

思うこと

天草・中山 健二
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コロナの急速な感染拡大により保健所がひっ

迫、熊本でも濃厚接触者への連絡や感染者

の健康観察などの対応が困難に。これまで

人員を削減し続けてきて、当然の帰結だ。

感染症や頻発する災害にどう対応するのか、

自治体の体制が問われている。（F）

＜第１回地域交流会＞
各地域でおかれている課題や取り組みの状況を

共有し、先進的な取り組みについては学び合うた

めに、初めての「地域交流会」を開催します。

会員・会員外を問わず、オンラインの環境があ

る方はご参加できます。お誘い合わせの上ご参加

ください。

◆日 時：２月２日（水）１８：００～

◆テーマ：地域の課題・地域で取り組んでいるこ

と

◆開催方法：ZOOMを活用したオンライン

（URL）https://zoom.us/j/97619330049?

pwd=amRkUFljVHRTVW9NSGlFc1

dSTzg1dz09

※当日は、上記URLもしくは

右のQRコードより入室ください。

◆参加費無料

◆お申込み：準備の都合上、できるだけ事前に事

務局までお申し込みください。

◆主 催：NPO法人くまもと地域自治体研究所

子どものための児童相談所
児童虐待と子どもへの政治の無関心を超えて
浅井 春夫,山野 良一,川松 亮,鈴木 勲(著)

／浅井 春夫 (編)

自治体研究社刊 ￥1,870（税込）

2020年、20万5,029件の「子

ども虐待相談」が全国の児童

相談所に持ち込まれた。全国

の児童相談所は225か所、対

応する児童福祉司は4,553人。

この現実のなかで、子どもに

寄り添い、家族に寄り添う児童

相談所のいまを伝え、改革の

方向を模索する。

編 集 後 記

（第５回）

「心の闇」か？

「誰でもよかった」「死にたかった」などと言いな
がら多数の人々を巻き込む凶悪犯罪がたびたび起
きている。決して許されない犯罪だが、少し掘り下
げたらしいマスコミ報道には、頻繁に「心の闇」とい
うワードが使われる。言い換えれば「これから先は
心の問題でありメディアの立ち入ることは不可能」
と敗北宣言をしたようなものだ。
各種報道をつなぎ合わせてみるとよくわかるの

だが、これらを引き起こした人々に共通するのは、
いくつもの挫折を繰り返していることだ。私たちから
見ると「それくらい・・」と思う程度の挫折が、実は彼

らの人生を大きく歪ませていることだ。その挫折の
原因は「社会」であり、「社会を構成するだれでも」
が敵となるようだ。
もちろんそれは、本当の「社会」でも、もちろん敵

なんかでもない。目を向けるべきは、自らが育った
環境であろう。生まれ育った家庭が過剰な期待を
かけていたり、それが父母の不条理な職場環境か
らの脱出の道だと思い込んでいたり、競争社会のも
たらすものであったり、実は貧富格差社会の中の苦
しみであったりする。確かにそれらは「社会」だ。だ
がその社会を作り出したのは政治だ。そこらを歩い
ている、また電車に乗っている、さらにクリニックに
通っている人々ではない。変えるべき政治こそ、彼
らの言う「社会」なのだ。

コラム

EVENT


